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入札公告（公示） 
 
次のとおり、一般競争入札（総合評価落札方式）について公示します。 
 

平成 28 年 4 月 15 日 
 

     支出負担行為担当官    
茨城労働局 総務部長 

小山 英夫 
 

１ 競争入札に付する事項 
（１）件 名 

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース） 
（２）仕 様 

入札説明書（委託要綱及び仕様書を含む。以下同じ。）による。 
（３）契約期間 

契約締結日から平成 29 年 3 月 31 日まで 
（４）履行場所 

支出負担行為担当官が指定する場所 
（５）入札方法 

入札金額は総価とする。 
落札者の決定は、仕様書４で示した調達単位ごとに総合評価落札方式をもって行う

ので、下記３（３）に定める期日までに、提案書類を提出すること。 
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 108 分の 100 に相

当する金額を入札書に記載すること。 
 
２ 競争参加資格 
（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被

保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条

中、特別の理由がある場合に該当する。 
（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 
（３）厚生労働省から業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
（４）平成 28・29・30 年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役
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務の提供等」で「B」、「C」又は「D」の等級に格付けされる競争参加資格を有する者

であること。 
（５）次に掲げるすべての事項に該当する者であること。 
   なお、本公示における法令等違反した者の範囲については、金融商品取引法（昭和

23 年法律第 25 号）第 193 条の規定に基づく財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）で定められた用語のうち「親会社」、「子会

社」、「関連会社」、「連結会社」の範囲とする。 
ア 入札書及び提案書類提出時において、過去５年間に職業安定法（昭和 22 年法律第

141 号）又は労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律（（昭和 60 年法律第 88 号）（第三章第四節の規定を除く。））の規定又はこれら

の規定に基づく命令若しくは処分に違反していないこと（これらの規定に違反して

是正指導を受けたもののうち、入札書及び提案書類提出時までに是正を完了してい

るものを除く。）。 
イ 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書及び提案書

類の提出期限の直近２年間（(ｵ)及び(ｶ)については２保険年度）の保険料について

滞納がないこと。 

    (ｱ) 厚生年金保険 

    (ｲ) 健康保険（全国健康保険協会が所管するもの） 

    (ｳ) 船員保険 

    (ｴ) 国民年金 

    (ｵ) 労働者災害補償保険 

    (ｶ) 雇用保険 

注）各保険料のうち(ｵ)及び(ｶ)については、当該年度における年度更新手続を完

了すべき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完

了すべき日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納が

ない（分納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限

る。）こと。 
ウ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）に基づく障害者雇

用率以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雇用していること、又は障害

者雇用率を下回っている場合にあっては、障害者雇用率の達成に向けて障害者の雇

用状況の改善に取り組んでいること。 
エ 高年齢者等の雇用の安定に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号）に基づく高年齢

者雇用確保措置を講じていること。 
オ 入札書及び提案書類提出時において、過去３年間に上記以外の法令等違反があり、

社会通念上著しく信用を失墜しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断され

る者でないこと。 
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（６）次に掲げるすべての事項に該当する者であること。 
  ア 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であ

ること。 
  イ 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 
  ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき、更生手続を開始申立がなされて

いない者であること。 
（７）ジョイント・ベンチャー（共同企業体）の入札について 
  ア 本業務の内容のすべてが担えない場合には、適正に業務を遂行できるジョイン

ト・ベンチャー（共同企業体）で参加することができる。その場合、入札参加資格

審査書類提出時までにジョイント・ベンチャーを結成し、代表企業及び代表者を定

め、他の者はグループ企業として参加できるものとする。 
    なお、代表企業及びグループ企業が他のジョイント・ベンチャーに参加、又は単

独で入札に参加することはできない。 
    また、代表企業及びグループ企業は、ジョイント・ベンチャー結成に関する協定

書（又はこれに類する書類）を作成すること。 
  イ 代表企業及びグループ企業すべてが上記（１）から（６）の条件を満たすこと。 
 
３ 提案書類の提出場所等 
（１）入札説明書の交付場所、提案書類の提出場所及び本入札に関する問い合わせ先 
   〒３１０－８５１１ 茨城県水戸市宮町１丁目８-３１ 
    茨城労働局職業安定部職業対策課 
    担当：海老澤 知子 
    電話：０２９－２２４－６２１９（内線３３３） 
（２）入札説明書の交付期間 
   平成 28 年 4 月 15 日（金）～平成 28 年 4 月 28 日（木） 
（３）提案書類の受領期限 
   平成 28 年 4 月 28 日（木）16 時 
（４）提案書類の提出方法 
   原則、上記（１）まで直接提出すること。 

郵送（書留郵便に限る。）も可とするが、上記（１）あてに提出書類の受領期限の前

日までに到着するよう送付しなければならない。未着の場合、その責任は参加者に属

するものとし、期限内の提出がなかったものとみなす。 
なお、電報、ファクシミリ及び電子メールによる提出は認められない。 

 
４ 入札説明会の開催 
  以下のとおり、入札説明会を開催する。 
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（１）開催日時 
   平成 28 年 4 月 22 日（金）10 時～ 
（２）開催場所 
    茨城労働局第７会議室 
（３）出席人数 

１機関あたり２名までとする。 
（４）その他 

説明会への参加を希望する場合は、平成 28 年 4 月 21 日（木）16 時までに上記３（１）

の連絡先へ、電話にて申し込むこと。 
 

５ 入札書の提出場所等 
（１）契約手続において使用する言語及び通貨 
   日本語及び日本国通貨 
（２）入札保証金及び契約保証金 
   免除 
（３）入札者に要求される事項 

この一般競争入札に参加する者は、本公告に示した業務が履行できることを証明す

る書類を平成 28 年 4 月 27 日（水）正午までに提出しなければならない。入札者は、

支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなけれ

ばならない。 
また、入札に参加を希望する者は、支出負担行為担当官が指定する暴力団に該当し

ない旨を記した誓約書を提出しなければならない。入札者は、支出負担行為担当官か

ら当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 
（４）入札の無効 

上記２に示した競争参加資格を有しない者のした入札及び入札に関する条項に違反

した入札は無効とする。 
また、（３）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反するこ

ととなったときは、当該者の入札を無効とする。 
（５）契約書作成の要否 
   要 
（６）落札者の決定方法 

予算決算及び会計令第 79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

あり、入札説明書等で指定する技術等の要件のうち必須とされた項目の最低限の要求

要件をすべて満たしている提案をした入札者の中から、入札説明書等で定める総合評

価落札方式の方法をもって落札者の決定をする。ただし、落札者となるべき者の入札

価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれが
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あると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱す

こととなるおそれがあって著しく不適当である認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、総合評価点の最も高い者を落札者とす

ることがある。 
（７）手続における交渉の有無 
   無 
（８）その他 
   詳細は入札説明書による。 
    


